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1. 背景と目的 

平成 23 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震

による津波では,東北,関東を中心に甚大な被害をもたら

した.このような甚大な被害をもたらした原因は,これま

での想定をはるかに超える規模の津波であったことが挙

げられる. 今後の津波対策においては,地震や津波は自

然現象であることから,東北地方太平洋沖地震のさらに

想定を超える規模のものが来襲することは否定できない

ということを踏まえた上で,不確実性を考慮し被害が大

きくなる可能性についても十分に視野に入れて想定地

震・津波を検討することが重要視される． 

これまでハザードマップは過去最高規模の津波の場合

で記載されていたため,津波被害のイメージが固定化さ

れてしまい,想定以上の津波が来襲した場合に対応でき

なくなってしまう.この問題点を改善するために,比較的

発生確率の高い小規模な津波から，発生確率が極めて低

い大規模な津波までを対象として,確率的津波ハザード

マップを整備することが必要であると考えられる. 

 本研究では,鍋谷(2012)1)による再現期間ごとの津波高

（以下再現確率津波高）を基準とし,複数の規模の津波を

対象として被害量の算定を行う.その後,海岸堤防と地盤

のかさ上げの組み合わせによる津波減災効果を算出し,

東日本大震災の浸水記録と津波数値計算結果を比較した

上で，最適な津波防災対策の組み合わせを検討する. 

2. 計算手法 

2.1 計算手法・条件 

 本研究では津波計算プログラムとして,東北大学(後藤

ら,1982)が開発したLeap-frog法 2)を用いて近似的に計

算する手法を用いた.支配方程式は以下の通りである.本

研究の津波数値計算の主な条件は表1に従って行った. 
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x, y ：水平座標 t ：時間座標 D ：全水深  

η ：静水面からの水位上昇量 M , N ：流量 flux 

g ：重力加速度 n ：Manning の粗度係数 

表1 計算条件 

 

 

図 1 嵩上げの位置 

3．津波浸水域予測計算 

3.1 再現性手法 

津波浸水予測計算の結果が実際の現象と近いものであ

るかを確認するために，本研究では以下の相田(1977)に

よる幾何平均 K値および幾何標準偏差 κ値を用いて，再

現性の評価を行った．これらの指標は 0.95≦K≦1.05，κ

≦1.45 の条件を満たせば十分な再現性を満たしていると

評価できる． 
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n：地点数，Ki＝Ri/Hi ，Ri：i 番目の地点での痕跡値，

Hi：i番目の地点での計算値 

キーワード 津波 ハザードマップ 嵩上げ 津波計算プログラム 幾何標準偏差 

連絡先 〒316-8511 茨城県日立市中成沢町 4-12-1 茨城大学 日立キャンパス TEL0294-38-5004 

対象領域 阿字ヶ浦海岸
計算格子間隔 2592m～12mメッシュの計6種類
波源モデル 藤井・佐竹モデル(ver.4.2)

潮位 茨城県の朔望平均満潮位(T.P.+0.7m)
計算時間 地震発生後150分

計算時間間隔 ⊿t=0.1秒
沖合：自由透過境界
陸上：岩崎・真野(1979)の遡上境界条件
12mメッシュの領域のみ堤防を考慮
県道6号、高さ(T.P.+3m, T.P.+6m)の堤防は
破壊しないものとした

土地利用区分 考慮しない

境界条件

海岸構造物

Ⅱ-9 第44回土木学会関東支部技術研究発表会



 

3.2 再現性評価結果 

 本研究では,鍋谷(2012)1)による再現期間ごとの津波高

（以下再現確率津波高）を基に再現性確認を行った.痕跡

値は東北地方太平洋沖地震津波合同調査グループ 3)の調

査結果を用いた．表2に表すように地盤すべり量0.96で

K値,k値ともに間の指標の条件を満たした. 

 

表2 再現性評価結果 

 

3.3 浸水予測結果 

図 2は再現期間と浸水面積の関係を示しており，図3

は再現期間ごとの浸水域を示している．これらの結果よ

り，発生確率が低い，つまり津波の規模が大きいほど，

浸水域が広がることがわかった．再現期間 100 年の津波

では浸水域はあまり広がらないのに対し，再現期間 1000

年の津波では，漁港への浸水が始まり，浸水域が広がり

始める．再現期間 10000 年の津波では背後地にまで氾濫

し始め，急速に浸水域が広がっていく．再現期間 400～

800 年とされている東北地方太平洋沖地震よりも規模の

大きい，再現期間 1000 年以上の津波が来襲した際には，

非常に広い範囲で浸水が起こることがわかった． 

 図2からわかるように嵩上げをすることで津波の浸水

範囲を抑えることができることが分かった。再現期間100

年の津波は、嵩上げした地点まで届いていないと考えら

れるために変化が小さかったと考えられる。再現期間

10000年の津波は、津波の規模が大きいため嵩上げを越

流してしまったために変化が小さかったと考えられる。 

  

 

図2 再現期間と浸水面積の関係 

 

図3 浸水域予測図 

 

4.まとめ 

 本研究では,再現期間ごとの津波浸水域予測を行う.津

波リスク評価手法の検討を行い，以下のことが可能なこ

とを示した． 

 再現確率津波高ごとに津波浸水面積および津波による

被害量を求めることで，津波規模の増大と浸水域の拡大

の関係，津波規模の増大と被害量の関係を，定量的に示

すことができ，それぞれを地図化することで視覚的に表

すことも出来る． 

以上より，本研究で検討した津波リスク評価手法で，

津波リスクを定量的かつ視覚的に評価することが基本的

に可能であると言えた． 

 今後の課題としては、嵩上げパターンを増やして、嵩

上げによる津波防災効果の再検討を行い、そのプログラ

ムに建物情報を組み込み、建物被害リスク評価を検討す

る。想定外の津波への対応などの問題点の改善にもつな

がる,新たな防災対策として活用できると考えられる. 
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